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総合計画策定方針（変更箇所下線）

平成 31（2019）年 2月決定

令和 2(2020）年 5月変更

１ 本市を取り巻く状況

本市は平成１３年度を初年度とする、あきる野市総合計画「ヒューマングリーンあき

る野」（以下「現行計画」という。）を策定し、「人と緑の新創造都市」を将来都市像に掲

げ、その実現に向けて施策の推進を図ってきた。

この間、我が国においては急速な人口減少・高齢化社会の進展に伴う医療・社会保障

関係費の増大、頻発する大規模自然災害、人口減少問題の克服や成長力の確保等を目指

す地方創生の取組、IoT（モノのインターネット）・ビッグデータ・人工知能等の技術革

新による第４次産業革命等、社会経済情勢に大きな変化が生じている。また、東日本大

震災をはじめとする大規模な自然災害や新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、人々

のライフスタイルにも影響を及ぼし、これらの変化に伴い、個人の持つ価値観の多様化

も進んでいる。

本市においても、人口減少や少子高齢化が進む中、それに伴う生産人口の減少による

市税収入の伸び悩みや義務的経費の増大が顕在化してきている。また、災害などへの対

応や公共施設の老朽化等への対応も求められている。このような状況から、市では、圏

央道を生かした産業系土地利用の促進や武蔵引田駅北口地区の土地区画整理事業の事業

化、職住近接を目指した雇用創出等、更なるあきる野市の発展に向け、環境整備を進め

るとともに、市民との協働の下、災害に強いまちづくりなどに努めている。

２ 現行計画の課題（※ 現行計画の計画期間は、後に修正を加えます。）

現行計画は基本構想、基本計画及び実施計画の３層で構成される。計画期間は、基本

構想が２０年であり、基本計画が前期及び後期で各々１０年となっている。実施計画の

計画期間については、３年であるが、毎年ローリングする方式となっている。

現行計画については、以下のような課題が生じている状況である。

（１）変化に対応した戦略的な施策・事業展開が困難

現行計画の計画期間は基本構想が２０年、基本計画が１０年と長く、計画策定時点

で想定していなかった様々な情勢の変化を、適時かつ的確に現行計画に位置付ける施

策等に反映することが困難である注1。

（２）総合計画及び進行管理システムのあり方

現行計画では、各種事業についての有効性、効率性等の観点からの評価や仕組みを

確立できておらず、平成３０年度に実施した職員意識調査では、職員が日々の行政実

注1 後期基本計画は社会の変化に対応できるよう、平成２５年度までの３か年と平成２６年

度からの７か年に分けて改定を行っている。
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務を執行するに際し、総合計画における目標、位置付け等を意識している割合は

３０．５％と少ない状況であった。このことから、総合計画に基づく進行管理システ

ムについて、効果的なものを構築していく必要がある。

３ 次期総合計画の位置付け及び構成

次期あきる野市総合計画は、「あきる野市総合計画条例」（平成３０年条例第１９号、

以下「総合計画条例」という。）により、総合的かつ計画的な市政運営を図るための計画

として、基本構想、基本計画及び実施計画により構成される。

４ 策定に当たっての基本姿勢

社会経済情勢の変化や現行計画の課題等を踏まえ、引き続き人と自然環境が織り成す、

市民が安全で安心して暮らせる住みよい社会を実現するため、計画的なまちづくりを進

める指針としての次期総合計画を策定する。

次期総合計画の策定に当たっては、次の考え方を基本とする。

（１）時代の変化に柔軟に対応できる計画づくり

社会経済情勢が急速かつ大きく変化をする中で、本市を取り巻く環境、多様化する

市民ニーズ等を的確に捉え、市政に反映できるよう、計画期間の見直し等により、時

代の変化に柔軟に対応できる計画づくりを行う。

（２）成熟期に適した計画づくり

人口減少や少子高齢化の進展、公共施設の更新等、本格的な成熟社会の到来に対応

するため、本市では第２次あきる野市行政改革推進プランやあきる野市行財政運営基

本指針等に基づき行財政運営に係る一定の取組を進めてきた。次期総合計画において

も、現状や将来予測の分析の下、限られた行政資源を最大限に活用し、選択と集中に

よるメリハリのある行財政運営を推進することができる計画づくりを行う。

（３）実効性のある計画づくり

職員の業務執行の際の指針となり、常に意識される実効性のある次期総合計画を策

定するとともに、証拠や根拠に基づき目標や指標を整理し、事業効果を評価しやすい

仕組みづくりが可能となる計画づくりを行う。

（４）多様な市民の意見を反映した計画づくり

社会経済情勢や価値観の変化に伴い、市民のニーズが変化している。これらのニー

ズに的確に対応するため、次期総合計画の策定過程において、様々な手法により市民

の意見を把握し、これらを反映させる計画づくりを行う。
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５ 計画の枠組み

（１）計画の構成

総合計画条例により、基本構想、基本計画、実施計画の３層で構成される。

（２）計画の期間

ア 基本構想：１０年（２０２２年度～２０３１年度）

まちづくりに対する基本的な考え方（基本理念）、将来都市像及びこれらを実現す

るための施策の大綱を示すものであり、本市が目指すべきまちの姿を定めるもので

ある。

イ 基本計画：５年（前期：２０２２年度～２０２６年度/後期:２０２７年度～２０３１年度）

基本構想を実現するための基本的な施策及びその目標を総合的かつ体系的に示す

ものである。

ウ 実施計画：３年（毎年度、ローリング方式により見直し）

基本計画の施策を推進するため、施策体系ごとに具体的な事業を定めるものであ

る。

■計画の構成と期間

６ 計画策定の体制

（１）市民意見の反映

ア 総合計画審議会

総合計画の内容について審議するため、外部委員により構成される機関として、総合

計画条例に基づき、あきる野市総合計画審議会を設置する。審議会は、市長が委嘱する

委員２５人以内をもって組織する。

基本
構想

基本計画
（施策）

実施計画
（事務事業）

10年

2021年度 2030年度

５年 ５年

2025年度

実施計画(3年)

2022年度 2026年度 2031年度



4

イ タウンミーティング

次期総合計画の策定作業に当たり、直接、市民意見の聴取を行うため、タウンミーテ

ィングを開催することとする。タウンミーティングは、必要に応じて開催し、聴取した

意見は総合計画案の作成に当たって尊重することとし、人数、開催時期、開催回数等に

ついては今後検討することとする。

ウ パブリックコメント

次期総合計画の素案について、広く市民意見を募り、計画案に反映させるためパブリ

ックコメントを実施する。

エ 市民アンケート

無作為抽出した満１８歳以上の２，５００人を対象に、市民の目線からまち全体に関

する意向や重要課題に対する施策展開の方向性を明らかにするとともに、あきる野市の

イメージや特徴の強化に向けた方向性を把握すること等を目的に市民アンケート（平成

３０年８月～９月、有効回収率３３．３％）を実施した。

（２）市議会

「あきる野市議会基本条例」（平成２７年条例第２９号）に基づき、次期総合計画の策

定状況について、適宜、市議会へ報告を行うとともに、基本構想及び基本計画を議案と

して提出する。

（３）庁内組織

総合計画は、市政全般にわたる行政計画であるため、庁内横断的な検討組織を設置し、

計画内容について検討を行うことが必要である。そのため、次期総合計画の策定作業に

当たり、庁内組織として、「策定本部」及び「策定本部専門部会」を設置する。

■策定体制

市長

策定本部

策定本部
専門部会

【庁内組織】

提案
議決

市議会 諮問
答申

総合計画
審議会

【市】

タウン
ミーティング

パブリック
コメント

市民
アンケート

【市民】

意見募集
提案意見
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７ 計画策定スケジュール

（１）２０１９年度

基本構想・基本計画の検討

（２）２０２０年度・２０２１年度

基本構想・基本計画（重点施策含む）の決定（議決）

■スケジュール表

策
定
方
針
の
策
定

２０１９年
２月

２０２０年
１２月

基
本
構
想
・
基
本
計
画
の
決
定

（
議
決
）

２０２１年
４月

次期総合計画
スタート

基本構想検討

基本計画
（重点施策含む）検討

市民意見（総合計画審議会・タウンミーティング・
パブリックコメント・市民アンケート）

反映

２０２１年

９月
２０２２年

4月


